
奈良市公告第 208 号  

 

次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第２条の規定

により公告します。 

 

令和７年１２月１７日 

奈良市長 仲川 元庸 

 

１．入札に付する事項 

（１）業務名 ：大和西大寺駅周辺の渋滞踏切道対策調査・検討業務 

（２）業務場所：大和西大寺駅周辺 

（３）業務期間：契約締結日から令和８年３月３１日まで 

（４）業務概要：別紙仕様書に記載のとおり 

 

２．入札に参加する者に必要な資格に関する事項  

令和７年度奈良市建設工事等入札参加資格者のうち、土木関係建設コンサルタント業務

（都市計画及び地方計画部門）の登録があり、次に掲げるすべての事項に該当することと

します。 

（１）令和２年４月１日から公告日までの間において、奈良県内で実施された交通動態

の調査分析業務又はこれに類する業務を元請として受注し、完了した実績（１件以

上）を有する者。 

（２）入札参加申請日において継続して３か月以上の恒常的雇用関係にあり、次の条件を

すべて満たす技術者を配置できる者であること。（管理技術者及び照査技術者は兼ね

ることはできません。） 

①管理技術者 

ア １級土木施工管理技士 

イ 技術士〔総合技術監理部門〕（建設‐都市及び地方計画）又は技術士〔建設部門〕

（都市及び地方計画）またはＲＣＣＭ〔都市及び地方計画〕の資格を有する者 

②照査技術者 

 技術士〔総合技術監理部門〕（建設‐都市及び地方計画）又は技術士〔建設部門〕

（都市及び地方計画）またはＲＣＣＭ〔都市及び地方計画〕の資格を有する者 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者。 

（４）別紙の仕様書に定める業務について十分な業務遂行能力を有するとともに、適正な

実施体制を有すること及び本市の指示に柔軟に対応できること。 



（５）奈良市の入札参加停止措置要領に基づく入札参加停止期間中でないこと。 

（６）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立て及び民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立てがなされて

いない者（会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法の規定による再生

計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

に規定する暴力団、同条第 6 号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並び

にそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

 

３．仕様書等を示す日時 

令和７年１２月１７日（水）から令和８年１月１５日（木）まで（奈良市の休日を定める

条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定する市の休日を除く。）の午前９時から午後５

時まで（正午から午後１時までを除く。） 

（奈良市ホームページからもダウンロードすることができます。） 

 

４．仕様書に関する質問 

(１)受付期限 

令和７年１２月２２日（月）午後５時まで 

(２)受付方法 

質問は、入札事項質問書【様式第５号】に記載のうえ、電子メールにて行うこと。メ

ールの件名は“【入札事項質問書】大和西大寺駅周辺の渋滞踏切道対策調査・検討業

務”とし、必要事項として、商号又は名称、担当者、電話番号、メールアドレスを明

記のうえ、入札事項質問書【様式第５号】を添付ファイルとして送信してください。 

(３)送信先 

奈良市 都市整備部 都市政策課 （担当：中村・北村） 

メール：toshiseisaku@city.nara.lg.jp 

(４)注意点 

質問は、必要事項が記載されている場合のみ受け付けます。また、口頭、郵送、FAX

等での質疑には応じられません。 

(５)質問に対する回答 

質問に対する回答は、質問と回答を取りまとめ令和７年１２月２４日（水）より奈良

市のホームページ上に公表します。 

 

５．入開札の場所及び日時 

開札日時：令和８年１月１６日（金）午後２時 

開札場所：奈良市役所中央棟３階 入札室 
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６．入札保証金に関する事項 

入札に際しては、奈良市契約規則第４条に定める所定の入札保証金を納めなければなら

ない。ただし、同条第２項第２号に該当する場合は、これを免除します。 

 

７．入札参加申請 

(１)提出書類 

入札参加を申請する者は、次に掲げる書類を提出してください。 

ア 一般競争入札参加申請書【様式第１号】 

イ ２（１）の実績を有していることがわかる業務実績調書【様式第２号】及び当該業

務に関連する業務の実績が確認できる書類（契約書、仕様書等の写し） 

ウ 配置予定技術者調書【様式第３号】及び配置予定技術者の保有資格及び業務実績

【様式第４号】、入札参加申請日において、継続して３箇月以上の雇用関係にある

者と認識できるものの写し（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知

用）、健康保険被保険者証等） 

エ ２（４）記載の各取得証明書の写し 

(２)提出部数 

各１部 

(３)提出方法 

（１）の書類を次に従い、持参、郵送又は電子メールにより提出してください。 

ア 提出期間 

令和７年１２月１７日（水）から令和８年１月６日（火）まで（持参により提出する

場合は、この期間のうち、奈良市の休日を定める条例に規定する市の休日を除く日の

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）に提出してください。） 

イ 提出先 

〒630-8580 奈良市二条大路南一丁目１番１号 

奈良市 都市整備部 都市政策課（担当：中村・北村） 

メール：toshiseisaku@city.nara.lg.jp 

ウ 送付方法（郵送の場合） 

（１）の書類を書留等（簡易書留も可）、奈良市が受領した事実の証明が可能な方法

にて郵送してください。必着期限は令和８年１月６日（火）で、必着期限を過ぎたも

のは受理することができません。 

また、郵便事故用により申請書類等が提出先に到達しなかった事に対する異議を申

し立てることはできません。 

（４）入札参加者の決定通知 

令和８年１月７日（水）までに入札参加申請者に通知する。入札参加決定通知後にお
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いて入札参加不適格要件が判明した場合は、入札参加はできません。通知は、一般競

争入札参加申請書【様式第１号】に記載されたメールアドレスに送信し、決定通知の

原本は後日郵送を行います。 

なお、入札参加申請を行った後に本件入札を辞退しようとする場合は、辞退届【様式

第８号】に必要事項を記載の上、提出してください。 

 

８．入札に関する事項 

（１）入札方法 

・持参入札とします。 

・入札書【様式第６号】は、封筒に入れて封印し、封筒中央に「入札書」の文字、封

筒裏面に業者名を記入してください。 

・落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（その金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた金額）をもって落札価格としますので、入札者は、消費税に係る課税事業者、

免除事業者の別を問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入

札書に記載してください。 

（２）再度入札再度入札は１回を限度とします。 

（３）入札の無効次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

ア 入札に参加する資格のない者のした入札 

イ 委任状【様式第７号】を持参しない代理人等による入札 

ウ 入札書に記名押印のない入札 

エ 入札金額その他重要事項の記載が不明確な入札 

オ 同一の入札参加者が２通以上の入札書を提出した入札 

カ 入札金額を訂正した入札 

キ 入札書に業務名のない、又は間違いのある入札 

ク 入札書の日付が入開札日でない入札 

ケ その他市長の定める入札条件に違反した入札 

 

９．落札者の決定方法に関する事項 

奈良市契約規則第１０条の規定により設定された予定価格の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札者となるべき価格の入札が複数あると

きは、その場でくじによる抽選により落札者を決定します。 

 

１０．その他 

（１）その他の詳細は、入札者心得によります。 

（２）上記に定めのないものは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び地方自治法



施行令並びに奈良市契約規則によるものとします。 

（３）入札に関する問い合わせ先 

奈良市 都市整備部 都市政策課 （担当：中村・北村） 

電話 ０７４２－９３－６５９８ 

 


